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１ はじめに 

平成 20 年度に気象庁に設置され，2009 年 2 月に

第 1 回を開催した「緊急地震速報評価・改善検討会 

技術部会」では，別稿に記した，１）P 波マグニチ

ュードに係る改善策（明田川他，2010）のほか，以

下についての検討状況を報告した． 

２）全相マグニチュード式の改善への取り組み 

３）震度予測精度の向上への取り組み 

４）観測点の増強による精度向上と迅速化 

５）誤報対策 

６）気象庁・（独）防災科学技術研究所（NIED）

の緊急地震速報処理手法の統合 

７）海底地震計データの活用 

８）雷等のノイズ対策 

９）東海・東南海・南海地震等海溝型巨大地震の

震度予測 

10）首都圏における大規模地震への対応  

 

 これら 9 項目は，技術部会において引き続き検討

することが確認された．ここではそれぞれについて

概要を記す． 

 

２ 全相マグニチュード式の改善への取り組み 

2.1 全相マグニチュード式の改善 

緊急地震速報には，P 波部分の最大振幅を利用し

てマグニチュード（以下，M と表記する）を算出す

る P 波 M 式のほか，M の計算処理の時点で得られて

いる波形全体における最大振幅を使って M を推定す

る全相 M 式がある．現行の全相 M 式は以下のとおり

である． 

 

8.1100.7101.1)log()log( 43 +××+××++= −− DAM ΔΔ  

(1) 

 

ここで，A は最大振幅（10μm 単位），Δは震央距離

（km），D は震源の深さ（km）である．式は有効数

字 2 桁で表記した（以下の式についても同様）．（1）

式は，緊急地震速報の試験運用を行なう中で，当時

の最新データから電子化された波形データとして遡

れるだけ遡った期間を対象としたデータセットを用

いて導いたものである．具体的には，1994 年 7 月か

ら 2005 年 3 月までの M5.0 以上の 458 地震について，

各観測点の 3 成分合成変位波形を作成し，人が P 波

部分の最大振幅を読み取ったデータを使って導出さ

れた．  

まず，全相 M 式の導出に用いたデータのフィッテ

ィングの結果を再点検した．その結果を図 1 に示す．

図 1 は，上記データのうち緊急地震速報処理が実際

に適用される深さ 150km 以浅の 333 地震のデータを

用いて作成した．図 1 には明田川他（2010）の P 波

M 式のケースに見られたような M 依存性はほとんど

みられず，現行の全相 M 式に大きな問題はないよう

に見える． 

しかし，全相 M 式を，実際の緊急地震速報の処理

結果に当てはめてみると状況は異なる．それを図 2

に示す．図 2 に用いたデータは，2004 年 5 月から 2007
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年 12 月までの緊急地震速報のログ記録から収集し

た 50μｍ以上の最大振幅値を持つ観測点データに，

2008 年の警報発表事例分を加えたものである．50μ

ｍ以上としたのは実際の緊急地震速報で M 計算に利

用される下限値が 50μｍであることによる．M が小

さい部分にはノイズが含まれるとしても，図２には

M4 以上の部分に M 依存性がはっきりと確認できる．

図 1 と図 2 の結果は，現行の全相 M 式導出に用いた

最大振幅のデータと実際の処理で得られる最大振幅

の特性が異なることを示唆する．すなわち，気象庁

M の計算に用いられる最大振幅が S 波よりさらに後

続の表面波部分であることが多く，（1）式導出に用

いたデータも同様なのに対し，緊急地震速報の全相

M は時間的制約から主に S 波部分で算出され，特に

表面波が卓越するような大きな地震の場合は地震波

形全体から得られる最大振幅より小さくなっている

ことが推測される．したがって，経験式導出に用い

る最大振幅データを緊急地震速報の実状に合わせる

工夫が必要となる． 

緊急地震速報の処理と整合する最大振幅データを

得るためには，例えば S 波到着から制限した時間内

の波形データを使うなどの方法が考えられる．しか

し，緊急地震速報の自動処理においては，S 波の検

知は正確にできない．このため，ここではほぼ精度

良く検出できる P 波時刻を利用し，それから 60 秒

以内の波形データにおける最大振幅を用いることと

した．60 秒に限定した理由は，緊急地震速報の一般

提供開始（2007 年 10 月 1 日 09 時）以降に震度４以

上を観測した地震に対する緊急地震速報の最終報の

約 8 割が，60 秒以内に出ていることによる．つまり，

60 秒以内のデータに限定することは実際の緊急地

震速報の処理状況により近い最大振幅になるはずで

ある． 

この方法によれば，P 波時刻から 60 秒以降の部分

に最大振幅が出ている場合，最大振幅値は真の最大

振幅値より小さくなる．すなわち，表面波などの後

続波で最大振幅が出ているようなデータについては

S 波部分により近いところで最大振幅値を得ること

になる．もちろん P 波時刻から 60 秒以内に S 波が

到達していないデータは使用しない．  

上記の方法で得られた最大振幅のデータ（以下，

「60 秒最大振幅値データ」と呼ぶ）に（1）式を当

てはめてみると予想通り M 依存性が見えてきた（図

3）．このデータを使って全相 M 式の改善を試み，次

の（2）式を導出した． 

 

98.0100.5109.1)log(0.1)log(87.0 33 +××−××+×+=× −− DRRAM

 (2) 
 

ここで，A は 60 秒最大振幅（10μm 単位），R は震
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図 1 現行の全相 M 式（（1）式）による全相

M と気象庁 M の差の分布． 
  （濃い○は各 M における平均値．データ

は(1)式導出に用いた 1994 年 7 月から 2005
年 3 月までの M5.0 以上，深さ 150km まで

の 333 地震） 
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図 2 緊急地震速報の処理による最大振幅デ

ータに（1）式を適用した結果．（濃い○は，

各 M における平均値，2004 年 5 月～2007
年 12月までのデータに 2008年の警報発表

事例を加えた） 
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図 5 緊急地震速報の処理による最大振幅デ

ータに（2）式を適用した結果． 
 （濃い○は，各 M における平均値，デー

タは図 2 と同じ） 
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図 6 （2）式が過小評価するおそれのある

地震． 

源距離（km），D は震源の深さ（km）である．第 4

項は深さに対する距離減衰項ではなく，深い地震ほ

どプレート内地震の割合が増えるのでその影響を補

正するための項である．この第 4 項については，明

田川他（2010）による新 P 波 M 式の場合と同じ考え

方を採用し，深さ 100km までで頭打ちとする．フィ

ッティング結果を図 4 に示す．この（2）式を，図 2

と同じデータに適用した結果が図 5 である．M 依存

性がほぼ解消されている． 

（2）式の導出に用いた「60 秒最大振幅値データ」

は，観測点が震源から遠くなるほど，60 秒間の波形

データに含まれる S 波到達以降の地震波の時間が短

くなる．したがって，沿岸から遠く離れた海域の地

震のように S-P 時間の長い地震では，60 秒間の波形

データから得られる最大振幅値が S 波部分における

最大振幅値よりもさらに小さくなり，M を過小評価

するおそれがある．そのような可能性のある地震と

して，震源に最も近い観測点のデータの 60 秒最大振

幅値が真の最大振幅値より小さい地震を（2）式導出

に用いた「60 秒最大振幅データ」から抜き出し，図
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図 3  P 波到達から 60 秒以内の最大振幅を用

いて現行の全相 M 式（（1）式）を適用し

た場合の全相 M と気象庁 M の差の分布．

  （濃い○は各 M における平均値．データ

は図 1 と同じ） 

図 4 新全相 M 式（（2）式）による新全相 M
と気象庁 M の差の分布． 

  （濃い○は各 M における平均値．データ

は図 1 と同じ） 
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6 に示した（69 地震）．図 6 には内陸の地震はひとつ

もなく，海域の，それも沿岸からは遠く離れた海溝

軸付近の地震が多いことがわかる．図 6 に示した地

震は，すべての観測点の 60 秒最大振幅値が真の最大

振幅値より小さい可能性があるだけで，必ずしもす

べてについて S 波部分の最大振幅よりも小さくなっ

ているわけではないが， 60 秒最大振幅値が S 波部

分の最大振幅値より小さいデータを多く含んでいる

可能性が，他の地震に比べて相対的に高いと言える． 

これらの地震について，（1）式と（2）式を適用し

た結果を図 7 に示す．図 7 における M8.2 の地震（北

海道東方沖地震；1994 年 10 月 4 日）と M7.6 の地震

（三陸はるか沖地震；1994 年 12 月 28 日）について

は，結果的に（2）式は適切にフィットしている．し

かし，これら以外の M6 から M7 程度の地震に対して

は，ある程度の改善が見られるものの，新全相 M に

よる予測の各 M 毎の平均値は一元化 M よりも小さ

く，全体的に過小評価を改善しきれていないように

見える． 

以上より， 60 秒最大振幅値を利用することによ

って，（2）式は緊急地震速報の実際の結果に見られ

た M 依存性をほぼ解消するが，60 秒最大振幅値では

S 波部分の最大振幅を得られていない観測点を多く

含む地震については，やや過小評価が残ってしまう．

M の評価については，津波予報との関連もあるので，

沖合の地震で震度が大きくない地震であっても精度

を保持することが必要である．（2）式は，この点に

ついて若干の課題を残しており，引き続き慎重に検

討を続けたい．  

 

 2.2 S 波によるマグニチュードの観測点補正値の

検討 

M の観測点補正については，観測点 M の系統的な

ずれの量を統計的に見積もり，補正値とするのが簡

便かつ有効な手段である．緊急地震速報のＰ波 M，

全相 M についても，同様に実際の処理結果を用いて

統計的処理を行うことがひとつのやり方と考えられ

る．しかし，緊急地震速報の実際のデータでは得ら

れるサンプルはどうしても限られてしまう． 

そこで，長期間にわたって，全国くまなくデータ

が得られる一元化処理結果（気象庁におけるルーチ

ン的な地震波の検測処理結果）を用いて補正値を計

算し，それを緊急地震速報の処理に適用できるかど

うかを試みた．具体的には，一元化処理の最大振幅

データによる観測点 M と最終的な気象庁 Mとの観測

点ごとの平均的な差を求め，それを補正値とする． 

一元化処理結果から観測点補正値を算出する方法

は以下のとおりである．1998 年～2007 年までの一

元化検測値ファイルから変位振幅のあるデータを抜

き出し（98,809 個），下記条件を満たすデータにつ

いて観測点ごとに気象庁 M と観測点 M の差の平均を

とって観測点補正値とした． 

・ 震源の深さ： 150km 以浅 

・ 地震の規模： 観測点 M 4.0 以上 
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図 7 図 6 に示した地震に関する，現行の全相

M 式（（1）式）による全相 M と気象庁 M
の差の分布（上）と新全相 M 式（（2）式）

による新全相 M と気象庁 M の差の分布

（下）（両者ともに，P 波到達から 60 秒以

内における S 波以降の最大振幅値によ

る）． 
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・ 振幅値： 50μm 以上 

・ 距離制限：坪井の式（気象庁変位 M の式）で 

50μm 相当の振幅が出現すると想定される距

離まで 

・ サンプル数： 上記を満たすデータが一観測点

につき 30 個以上 

これらの条件に当てはまるデータを用いて補正値

を求めた結果，緊急地震速報に対応した気象庁の観

測点 203 点中 173 点の値を求めることができた．図

8 にその値の分布を示す．一元化処理における観測

点 M の計算には，水平 2 成分それぞれの最大振幅を

合成した値を用いている．一方，緊急地震速報処理

では 3 成分合成波形の最大振幅値を用いており，最

大振幅の求め方が異なっている．このため，一元化

処理結果から求めた観測点補正値が，緊急地震速報

の全相 M に有効かどうかを調べた．まず，（2）式に

よるフィッティング結果（図 4）に補正値を適用し

た. 表 1 は，その結果得られた M 残差の平均二乗偏

差（以下 RMS と呼ぶ） の比較である．補正値×1.15 

については，補正値を求めた一元化 M の式の log（A）

の係数が 1 であるのに対して，（2）式は 1.15×log

（A）となることから，補正値にも同様の係数をかけ

たものである．結果は，表 1 によると，全相 M に対

して補正値の効果がみられ，単純に補正したものが

最もよい結果を得た． 

次に，実際の緊急地震速報の処理結果（2004 年 5 

月～2007 年 12 月）に対して補正値を適用してみた．

結果を図 9 に示す．補正値を適用した結果は，全体

のばらつきが小さくなっていることが見て取れる．

M4.0 以上について，予測 M と気象庁 M の差の RMS 

を計算すると，補正なしは 0.319，補正ありは 0.309 

となった． 

以上，全相 M に対しては，一元化処理データに基

づく補正値が有効であることがわかったので，新全
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図 8 一元化処理の最大振幅データから求め

た観測点 M 補正値の分布． 
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図 9 (2）式を緊急地震速報による実際の最大

振幅データ（2004 年 5 月～2007 年 12 月）

にあてはめた結果（上）とそれに観測点補

正値を適用した結果（下）． 

 

表 1 （2）式に観測点補正値を適用したときの

M 残差の RMS． 

新全相Ｍ式［(2)式］ 

補正なし 補正あり 
補正あり 

補正値×1.15

0.301 0.278 0.281 

－139－



験震時報第 73 巻第１～２号 

相 M 式を決定した後に導入を進めたいと考えてい

る． 

 

2.3 P 波への適用についての検討 

上記の補正値を P 波 M に対しても適用可能かどう

かを確かめた．表 2 は，明田川他（2010）による新

P 波 M 式のフィッティング結果に対して補正値を

適用した結果である．結果は，補正値による効果が

見られなかった．新 P 波 M 式は，log(A)に対して

1.39(=1/0.72)の係数がかかるので，補正値に 1.39

倍した場合も試してみたが，さらに結果は悪くなっ

てしまった．各観測点の S 波の増幅特性を P 波に適

用しても効果がないことがわかったので，P 波につ

いては緊急地震速報の処理の実際のデータを用いて，

補正値の導出が可能な観測点から順次補正値を求め

ることで対応していきたい． 

 

 

 

 

 

 

 

３ 震度予測精度の向上への取り組み 

震度予測精度の向上については，深い地震の震度

推定精度の向上と観測点補正値による推定精度の向

上を取り上げた． 

3.1 深い地震の震度予測精度の向上 

深発地震による異常震域の補正を考慮した森川他

（2006）による手法を利用し，深い地震の震度予測

精度の向上を検討した．2008 年 7 月 24 日の岩手県

沿岸北部の地震（108km）および平成 5 年（1993 年）

釧路沖地震（1 月 15 日，100km）に適用した例を図

10 に示す．また，実際の震度の観測値も合せて図 10

に示す． 

前者は最大震度 6 弱の観測に対して現行手法で 5

弱を予測した．森川他の手法を用いた結果では，太

平洋の沿岸部により大きな震度が予測され最大予測

震度は５強となった．表 3 は実際の緊急地震速報に

対して森川他の手法を適用した結果である．岩手県

沿岸北部の地震では，森川他の手法では第 2 報の段

階で「緊急地震速報（警報）」（以下，「警報」とする）

を発表できている．時間は 16 秒早くなった． 

後者についても同様で，最大震度 6 の観測に対し

て，現行手法が 6 弱，森川他の手法が 6 強の予測と

なった．この結果も単に震度の精度を向上させるだ

けでなく，警報の発表時間をより早くする効果を期

待できる． 

 

新Ｐ波Ｍ式［明田川他 2010 による］ 

補正なし 補正あり 
補正あり 

補正値×1.39 

0.342 0.348 0.367 

震源要素 予測震度 
情報 

経過時間

（秒） 北緯(度）東経(度) 深さ(km) Ｍ 現行 森川他 

第 1 報 4.1  39.8 141.4 80km 5.8 3.6  4.1  

第 2 報 4.7  39.7 141.7 110km 6.3 4.1  4.7  

第 3 報 5.6  39.7 141.7 120km 6.2 4.0  4.6  

第 4 報 9.3  39.7 141.7 120km 6.5 4.3  4.9  

第 5 報 10.9  39.7 141.7 110km 6.5 4.4  4.9  

第 6 報 20.8  39.7 141.7 110km 6.9 4.8 5.3  

第 7 報 29.9  39.7 141.7 110km 6.9 4.8  5.3  

第 8 報 51.0  39.7 141.8 120km 6.9 4.8  5.4  

最終報 62.0  39.7 141.8 120km 6.9 4.8  5.4  

表 2 新 P 波 M 式に観測点補正値を適用したと

きの，M 残差の RMS． 

表 3 2008 年 7 月 26 日の岩手県沿岸北部の地震（M7.0，深さ 108km）における，現行方式と森川他によ

る方式の適用結果比較（塗りつぶしたところで警報発表基準を超える）． 

－140－



緊急地震速報における技術的検討事項について 

図 10 森川他（2006）の手法による震度予測結果（上段）と現行の震度予測手法（中段）による結果 

及び観測した震度（下段）（左：岩手県沿岸北部の地震(108km)  右：釧路沖の地震(100km) ）． 

最大震度 5.3 

森川他（2006）の手法による予測

2008 年 7 月 24 日 岩手県沿岸北部 

最大震度 4.8 最大震度 5.6 

1993 年 1 月 15 日 平成 5 年(1993 年)釧路沖地震

現行手法による予測 

最大震度 6.0 

観測した震度 

最大震度 6 
最大震度 6 弱 
(計測震度 5.8)
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3.2 観測点補正値による推定精度の向上 

緊急地震速報で行っている震度予測手法による予

測震度は，工学的基盤(S 波速度 700m/s)上の最大速

度推定値に，国土数値情報の地形学的情報等に基づ

き松岡・翠川（1994）の手法を用いて推定した地盤

増幅度を乗じて得たものを地表における最大速度と

し，翠川・他（1999）による最大速度と計測震度の

関係により震度に変換することで求めている．なお，

具体的には地盤増幅度の数値は，内閣府作成の地盤

増幅度(内閣府(2005))を利用している． 

しかしながら，地盤増幅度は震度観測点のある場

所の増幅度を示しているものでは無い．震度観測点

での震度の予測精度を高めるため，工学的基盤上で

の予測震度と実際の震度観測値との平均的な差を地

盤増幅度に変わる補正値として利用することを検討

した． 

補正値を検討した観測点は，1997年 10月から 2009

年 11 月の間に，震度 4 以上を 5 回以上観測した観測

点である．この条件で対象となったのは，この期間

中の震度観測点の延べ 6,637 点のうち，367 点であ

る．この 367 点で観測された震度 4 以上の観測デー

タを用いて検討した． 

各観測点の補正値は，対象となった地震における

各観測点の工学的基盤上での予測震度と実際の観測

震度（ともに計測震度）の差の平均として求めた．

この時，補正に用いる工学的基盤上の予測震度は，

次の手法で求めた． 

①工学的基盤上の最大速度の推定 

司・翠川(1999)の最大速度距離減衰式を用い対象

とした観測点の基準基盤(S 波速度 600m/s)上の最大

速度を導出，松岡・翠川(1994)の速度増幅計算式に 

より工学的基盤(S 波速度 700m/s)上の最大速度へ変

換 

②工学的基盤上の予測震度の推定 

翠川・他（1999）による最大速度と計測震度の関

係により工学基盤上の計測震度を導出 

観測震度と工学的基盤上の予測震度の差の平均を，

その観測点の補正値とした． 

 

補正値を適用する前の，現在の緊急地震速報で用

いている手法による予測震度と観測震度の差の分布

は図 11 のとおり．現行の手法では，先に述べたよう

に，工学的基盤上の最大速度に微地形区分等による

地盤増幅度を乗じたものを地表の最大速度とし，地

表の最大速度から震度を計算している．一方，作成

した観測点ごとの補正値を用いた地表における予測

震度と観測震度の差の分布は図 12 のとおりである．

この予測では，工学的基盤上で震度を求め，求めた

補正値により地表の震度へ変換している． 

現行の手法では，全体のうち予測震度が観測震度

±0.5 の範囲に入る割合が 59%であった．補正値を

適用した場合はこの割合が 83%に向上する．また，

観測震度±1.0 の範囲に入る割合は，現行の 89%が

99%に向上する． 

 観測点補正値の利用による震度予測精度の向上を

試み，良い結果を得た．しかし，補正値を適用でき

る観測点は震度観測点全体に対して高々5％程度に

過ぎない．全体的な精度向上のためには，高震度を

観測していない観測点の補正値を求める必要がある

が，低震度の差分から求めた補正値を高震度側に単

純に外挿できないため，データの蓄積が必要である． 

0
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200

-3 -2 -1 0 1 2

±1.0
±0.5

図 11 補正前の（予測震度）－観測震度の分布．

平均  -0.376 

標準偏差 0.532 

0
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100
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200

-3 -2 -1 0 1 2

±1.0
±0.5

図 12 補正後の（予測震度）－観測震度の分布．

平均  -0.040 

標準偏差 0.409 
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４ 観測点の増強による精度向上と迅速化 

4.1 島しょ部における震源・M 推定精度の向上のた

めの観測点の増強 

島しょ部は，その地理的制約から面的に十分な観

測点配置を取ることが難しいだけでなく，広域に見

ても観測点が島弧に沿って直線的に並ぶことが多い．

このため，島しょ部での地震は人が処理してもその

正確な位置を決めることが難しい．また，南西諸島

は Hi-net 観測点（独立行政法人防災科学技術研究

所により運営されている高感度地震観測点．気象庁

へも分岐され，震源決定や緊急地震速報の処理に利

用している）がないため，気象庁の観測点のみで震

源計算を行っているのが現状である． 

2008 年 4 月 28 日の宮古島近海の地震においては，

宮古島近傍で発生したにもかかわらず，発表された

「緊急地震速報（予報）」（あるいは警報）における

震央位置を約 50km も沖合に推定した（「緊急地震速

報（予報）は，以下では「予報」とする」）．このた

め，結果的に震源誤差に起因する M の過大評価で警

報は空振りとなった．島しょ部で発生した地震につ

いて，このような事例を減らし，震源の精度を向上

させるためには観測点の増強が必要である．また， 

島に近いところで発生した地震の震源をより早く，

かつ，より精度良く求めるため，同一島内，あるい

は，近隣の島々に観測点を追加することが重要であ

る． 

島しょ部における観測点の増強は，平成 20 年度の

奄美大島，八丈島，平成 21 年度の新島および南西諸

島の 8 観測点である．南西諸島の 8 観測点の増強に

ついては図 13 に示す．観測点の増強によって，観測

点間の距離が小さくなるため，複数観測点による情

報のタイミングが早くなることが期待できる．これ

は大規模な地震が発生した場合に警報の発表が早ま

ることを示す．南西諸島 8 観測点の増強を行ったと

きに警報を含む複数観測点の情報が理論上どの程度

早くなるかを図 14 に示す． 

 

4.2 具体例に対する効果 

観測点が増強されたとして，2008 年４月 28 日の

宮古島近海の地震の例に当てはめて効果を見てみた．

増強する予定の池間島には池間島臨時観測点のデー

タがあるので，その波形データを利用して試算した．

その結果は，M の過大評価につながった震源のずれ

がなくなり，そして，震源精度が向上した結果，警 

図 13 南西諸島における観測点の増強．

池間島

石垣島

波照間島
沖縄黒島
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南大東

宝島

屋久島
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平成20年度設置
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錫山

●既設多機能型観測点
●平成20年度多機能型設置地点
●臨時観測点(平成21年度に多機能型の恒常観測点へ移行予定)
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報の発表が約 5 秒早くなる試算結果を得た（表 4）

（結果的には，この地震の最大震度は 4 である）．ま

た，M を適正に評価できた結果，警報発表地域を地

震の規模に対して適切に処理できた（図 15）． 

なお，2008 年 7 月 8 日の沖縄本島近海の地震（M6.1）

についても，沖永良部島の震度計の位置に多機能型

を配置したとして同様の試算を行い，警報発表まで

の時間が約 9 秒短縮される結果を得た． 

 

図 14 南西諸島における観測点増強

の効果． 
 
（色のついているところで地

震が発生したと仮定したと

きに，2 箇所の地震観測点で

地震を検知するまでの時間

が何秒程度早くなるかを示

した．警報の発表要件の一つ

に，２箇所以上の地震観測点

での地震検知があるため，そ

の効果を見た） 
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表 4 2008 年４月 28 日 宮古島近海（M5.2）の情報について（観測点強化による

効果）． 

地震検知から
の経過秒

実際の発表実績 池間島に観測点を増強した場合

地震処理開始メッセージ送信

1点震源計算処理起動 2点処理起動

約3秒 1点震源計算（震源決定できず）

2点震源計算処理起動 3点処理起動

2点震源計算（震源決定できず）
3点震源計算終了

北緯24.8度、東経125.1度
一元化震源とほぼ同じ場所

3点震源計算処理起動 4点処理起動

3点震源計算終了
北緯25.3度、東経125.0度
一元化震源とのずれ大

（0.5度、0.1度）

4点震源計算終了
北緯24.8度、東経125.1度
一元化震源とほぼ同じ場所

緊急地震速報(第1報)発信

約6秒 緊急地震速報(第2報)発信
警報発表(M5.8、予測震度5弱)

震源位置良好、Mもほぼ適正

約11秒
警報発表(M6.9、予測震度5弱)
震源のずれによりMを過大評価

4点震源計算処理起動 5点処理起動

4点震源計算終了 5点震源計算終了

約2秒

約4秒

約5秒

約14秒

図 15 2008 年４月 28 日の宮古島近海の地震における実際の緊急地震速報（警報）の警報対象地域

（薄いオレンジ色）と主要動到達までの猶予時間（左）と，観測点の増強によって試算され

る警報対象地域（濃いオレンジ色）と主要動到達までの猶予時間（右）． 
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５ 誤報対策（変位振幅の品質管理） 

気象庁観測点の現地観測点処理においては，トリ

ガ検知に伴う波形状態の品質管理が重点的に行われ

ているが，M 計算に利用する変位振幅に関する品質

管理は行っていなかった．このため，2007 年１月 13

日の千島東方沖の地震（M 8.2）の 1 時間後に発生し

た茨城県北部の地震（M 3.2）の際，千島東方沖の地

震後に継続していた長周期の波の振幅を茨城県北部

の地震の振幅と誤認し，M を過大評価して誤報とな

ったケースがあった(図 16)．このような誤動作を回

避するために，毎分のノイズレベル振幅を求めてお

き，このノイズレベルに対して地震波の振幅が一定

倍率以上でないと M 計算に使わないようにする． 

大規模な地震の後，長い時間にわたって続く長周

期の波による影響があった下記の３例について変位

振幅の品質管理の効果を検討した． 

（１）2004 年 9 月 7 日 08 時 48 分 観測点：横須賀 

→2004 年 9 月 5 日の紀伊半島南東沖・東海道沖の

地震の規模の大きな余震(M6.5)が 19 分前に発生し，

その影響を受けた． 

（２）2007 年 1 月 13 日 13 時 44 分 観測点：銚子天

王台 →千島列島東方沖で M 8.2 の地震が 1 時間前

に発生し，その影響を受けた． 

（３）2007 年 3 月 25 日 09 時 52 分 観測点：上越中

之俣 →能登半島地震が 11 分前に発生し，その影響

を受けた． 

上記 3 観測点の地震波形に対し，この品質管理処

理を通したところ，振幅値は変位波形のノイズレベ

ルより十分に大きくないとして M 計算に採用されず，

所期の結果を得た． 

６ 気象庁・（独）防災科学技術研究所（NIED）の緊

急地震速報処理手法の統合 

現在の気象庁の処理システムでは，B-Δ法，テリ

トリー法，グリッドサーチ法については気象庁の観

測点データにのみ適用され，また NIED が開発した

着未着法は Hi-net の観測点のデータにのみ適用され

る．緊急地震速報の震源・マグニチュードは，両者

の処理結果のより精度の高い方を採用している．平

成 20 から 21 年度に更新整備する次世代の地震活動

等総合監視システム（EPOS）においては，気象庁と

NIED のデータ及び処理手法が有機的に統合され

（図 17），以下のような効果が期待できる． 

① Hi-net 観測点のうち 300 箇所程度について B-

Δ法を適用することが可能となり，より早いタイミ

ングで震源を推定できる． 

②  テリトリー法，グリッドサーチ法にも Hi-net

観測点を利用できるようになり，観測点分布の稠密

化により震源精度が向上する． 

③  NIED の着未着法に気象庁の観測点のデータ

が取り込まれ，南西諸島における着未着法の適用が

可能になるなど，震源推定の迅速化が見込める． 

Hi-net の観測網は気象庁観測点より観測点密度が

高いため，従来であれば 1 点処理となる時点におい

て，Hi-net によって複数点検知となる可能性がある．

図 18 は，現行システムに Hi-net 観測点を取り込ん

だときに期待される効果で，全体的に数秒程度の迅

速化が見込まれる． 

 

図 16 1 時間前に発生した千島東方沖の地震(M8.2)による周期の長い振幅を茨城県北部

(M3.2)の地震による振幅と誤認したケース（銚子天王台観測点の波形）． 
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図 18 Hi-net 観測点に単独観測点

処理機能を追加したとき

に 2 点処理が早まる時間

（色のついているところ

で地震が発生したと仮定

したときに，2 点処理が現

行より何秒程度早くなる

かを示した）． 

+ Hi-net 観測点

海底地震計 

+ 気象庁観測点 

図 17 

気象庁・（独）防災科学技術

研究所（NIED）の緊急地震速

報処理手法の統合の概要． 

 多機能型
約 200 点
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７ 海底地震計データの活用 

 平成 20 年 10 月から運用を開始した新しいケーブ

ル式海底地震計（東南海 OBS）について，気象研究

所の協力を得ながら B－Δ法の適用，堆積層補正な

どについて検討を行っている．当該海域では緊急地

震速報を適用するような地震が発生していないため，

やや調査が困難な状況にあるが，既存の OBS デー

タによる過去の調査では，現行の B-Δ法の適用パラ

メータとほぼ同じ設定での運用も可能であるとの結

果が出ている（図 19）ことから，当面は現状のパラ

メータで緊急地震速報処理を行う． 

海底地震計を導入することによって，東海地震，

東南海地震の震源域付近における，複数観測点での

地震検知にかかる時間が短縮されることが期待でき

る．想定される短縮時間を図 20 に示す． 

 

図 20  
新しいケーブル式海底地

震計の導入によって 2 点以上

の観測点での地震検知が短

縮される時間． 
（青枠は，右上から東海地

震，東南海地震，南海地震の

想定震源域，また，短縮時間

のコンターは 5 秒ごと） 

Δ(km) 

B

図 19 既存の海底地震計データに B-Δ法をあ

てはめた結果（Ohtake et al.(2008)よ
り）． 

    （○：釧路沖 OBS，□三陸沖 OBS，
▲：室戸沖 OBS） 
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８ 雷等のノイズ対策 

緊急地震速報の予報は 1 点の処理結果から発表す

ることとしており，雷によるサージや人工的なノイ

ズにより誤報を出す場合がある．雷検知器の活用に

ついては，足利観測点での試行を経て，平成 20 年度

に新設した八丈島と奄美大島の多機能型地震計に搭

載した．これに加え，センサーにつながない信号線

でサージ電流を検知することによって非地震による

電気的ノイズを識別する方法を，平成 21 年度に 10

観測点へ試験的に導入し，有効性についての調査を

開始している． 

上記に示したサージなどに対する対策を講じても，

ごく近傍における落雷による振動など地震動によら

ない振動により誤報を発する可能性もある．このた

め，単独観測点での発表を抑制した場合に緊急地震

速報の発表の迅速性への影響の程度や迅速性を損な

わないための方策についても調査を進める予定であ

る． 

 

９ 東海・東南海・南海地震等海溝型巨大地震の震

度予測 

震度予測にあたっては，現在，マグニチュードか

ら相似則により予測される断層長を算出して，その

1/2 を半径とした球を設定し，その球面からの距離

を震源からの最短距離としている．この距離よりも

近い観測点は，一律に 3km としている．しかし，

この方法は，震源域が 100km オーダーとなる M8 級

の巨大地震に対しては適当でない．図 21 に東南海・

南海地震の例をあげる．東南海・南海地震の想定震

源域は静岡県付近から高知県付近まで及ぶと想定さ

れているが，現在の手法では，それを適切に表現す

ることはできないことがわかる．よって，このよう

な大きな震源域を持つ巨大地震の場合の震度予測精

度の向上に取り組んだ研究成果の利用について検討

を続ける． 

なお，防災上の観点からは，東海地震，東南海地

震，南海地震のフィリピン海プレートで発生する巨

大地震については，それらの発生が予想される海域

においてある規模以上の地震発生が検知・予測され

た場合，これらの地震が発生したとみなして，想定

される震源域に対して予想される震度を用いた情報

を出すことも検討していく． 

また，厚い沖積層は長周期地震動を増幅させるこ

とが知られており，直下の地震のみならず，東南海・

南海地震のような海溝型地震による長周期地震動へ

の対処のための情報発表についても検討する必要が

ある． 

 

図 21 東南海・南海地震の想定震度分布（左：中央防災会議東南海・南海地震等専門調査

会 と 右：緊急地震速報における M8.6 の地震発生の際の震度予測） （震源域に入

っている高知県などの震度予測が小さくなっている）． 
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10 首都圏における大規模地震への対応 

南関東における M7 級の，いわゆる首都直下の地

震は，地震調査研究推進本部の長期評価によれば，

今後 30 年以内に 70％程度の確率で発生が予想され

ている．中央防災会議によれば，東京湾北部を震源

としたＭ7.3 の地震が発生した場合，11,000 人の死

者が想定されており，人口過密地域での被害を最小

限にするための方策が必要である． 

一般に直下で発生する地震に対しては緊急地震速

報は間に合わない．しかしながら，首都圏は S 波の

伝播速度の遅い沖積層に厚く覆われており，主要動

が地表に到達するまでの時間は他の場所よりも長く

なるため，地下深部で P 波を捉えて緊急地震速報を

発表すれば何秒かの猶予時間が確保できそうである．

深井戸など地下深部に設置した地震計を活用した場

合の効果について検証する必要がある．  
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